
年その一部を改正している。同法によると旅行あっ旋業は免許

制となっており ， その免許条件としては (7) フランスの問符

を有するものであること，会社であるときはその所在地，役員

の図絡および会社の資本系統にl照らし ， フラ γスの会社たる性

絡を有すること 的身元および経営能力に関する必要な保証

を提示するほか， 営業組織を有し資力が十分であること (ウ)

企業目的および法規に適合した記号 ・ 名称または館業上の呼称

を有すること (エ) 保証金(営業用家屋の総賃貸細微の 50 % 相

当級， ただし 4 万 7 ラ Y以上 20 万フラン以下)の納付。

なお本法は当初は非営矛1)の旅行隊l測には適用がなかったが，

その後の改正により非営利団体も免許権者たる巡輸大臣の1抗告

を受け，かつ当該団体の加入者の旅行を組織する湯合以外は本

法の適用除外はないこととなった。

イ イタリア

1936 年緊急政令をもって観光旅行あっ旋業の取締りに|刻す

る政令(その後しばしば改正されかつ法律となる)が制定され

た。

同法によれば旅行あっ旋業を営むためには，国民文化省が特

別委員会の意見を欲し ， (η 旅行あっせんの能力 (イ) 営業

場所 (め 設備の有効性等について平年査した結果与えられる認

可を受け，かつ警察の許可を受けなければならない。なおこの

許可は ① "r1訪者がイタリア市民であることの証明 ② 支

配人が旅行および観光事業組織の中において少なくとも 5 年間

支配人としての職務を行ったこ と ， および欧州の主要外国語の

うち少なくとも 2 筒国語を正確に認しかっ書くことができるこ

と ③ 外国会社はその法定代理人がイタリア市民j涯を有する

こと ， ただしイタリアにおいて外国市民によって代表される外

国会社に対しても，その会社の所属する国から互!~1的待過がl子

えられている場合において， 当該会社のま空機条件が国民文化省

によって認められているときはこのかぎりでない。以上の条例ー

を満たす場合にかき.って与えられる。

なお当該認可を受けた者は旅行あっ旋に際l し ， 客に与えるm

容の?ili tl'tを保証するため最低 2 千リラ，最高 5 万 リラ の範囲内

で定められる傾の所定の言E券を供託しなければならない。

つぎに旅行あっ旋の営業所に対しては ① 会社の観光事業

活動の一般的方針 ② 接客設備および宣伝組織の能率③

国内旅行のための全図的均一料金の災施 @ 各磁の接過なら

びに情報，紛送手段，通訳およびガイドの質および後能 ⑤

営業所所在地のf立恨の適不適について監督が行われる。

また旅行あっ旋に関する広告，あっ旋..t1!l:ìま惑望号室の公表および

頒布についても国民文化省の認可を受けなければならない。

(4) 通訳案内業(ガイ ド)関係法規

ガイドについても欧州はじめ海外の諸観光国においては何ら

かの取締りを行っている園が多いが，仏 ・ 伊の両国においては

特別の単独法が制定施行されている。

ア フラソス

1939 年大統領令で観光通訳ガイド取締令を制定した。同令に

よればガイド業は免許制j とな ってお り ， その免許条件としては

け) 成年者であること (イ) 品行方正であること (ウH公認ガ

イド1 の観光教育修業証書の所持者であること (エ) フランス

の国籍を有するかまたはガイド業に関し，同等の権利をフラン

ス国民に与える図の国籍を有する者であること (オ) 本令公布

のときに 5 年以上プランスに居住する外国人で有効な身分証明

替を有し，現にガイド業を営み(7)から(めまでにかかげる条件に

合致する者については，ガイド業者の 10 % の範囲内において

免許を与えることができる。

がいこくかん

つぎに取締りの内容としては ① 公認ガイ ド訟をはい周す

ること ② 免ft~fffiEおよひ.公認ガイド主主の M~波または貸与を行

わないこと ③ 当該官吏または市町村吏員の請求があるとき

は免許証および公総ガイド掌を提示すること ④ 協定料金

(その定めがないときは当該地方の飢習による料金)を遵守する

こと ⑤地方警祭の証明がある料金表の写を 1)* ;f告すること

⑤ チッフ'その他の物質的給付を請求しないこと 。

イ イタリア

ガイド ・通訳およびク ーリエー(ガイドより低級の旅行案内

人)がその営業を行うには， 民試験委員会の行う口頭弁論試験

に合絡し，かつUL笹祭部長の免許を受けなければならない。 ガ

イドの試験を受けるためにはけ) 出生証明書(イ) 裁判所の

犯罪記録証明書 (ウ) 身体に欠陥がなく ， その般に堪えうる こ

とを証明する医師の証明智 (ヱ) イタリア聞の市民権証明書

{オ) 下級中等学校またはこれと同等以上の氏絡のある学校の卒

業証明書的)県の当座勘定に受験手数料 ( 100 リラ)を納付し

た旨の証明容の提出を必要とする。なお F ーリエーの受験には

(エ)の証明33のかわりに， 互恵協定の存する国の国民であること

を百iEする証明書を拠出してもよい。

なお県知事は各地区ごとに営業を免許すべきガイ ド ・ 通訳お

よびクーリ エーの最大限皮の数を決定し ， 登録することになっ

ている。

つぎに取締り而を見ると ①料金は県側略委員会の認可を

受けなければならない ② 免許証をmfW し主主祭官から請求が

あったときはこれを提示しなければならない ③ 他の被業と

くに商業的活動を営むこ とはできない。

(5) 観光俊隣関係法規

観光線併についてもフラソス ， イタリアおよび戦前のドイツ

等はもっとも整備した法規を有し，強力な行政rill'sが l濁られて

いたのである。いま仏 ・ 伊両国の綴光機防関係の法規を概観す

ると，

(7) フラ γ ス

1935 年観光事業・の行政組織に [)\Iする大統領令を制定した。同

令により従来の観光局を廃止して，観光行政後関と実務後関と

を分離し，行政機関としては観光院を， また災務軽量関としては

中央観光振興会を設立した。

観光院は国策的な見地から観光事業を助長促進，総合調整お

よび指毒事監督する観光行政軽量闘であり，悶院の総裁は (刀 観

光事業の発達のための調盤および奨励 (イ) 対外観光宣伝の指

導および鉱充 (ウ) 中央観光仮興会の理事長として同会を管庖!

すること (ヱ) その他観光事業活動およびホテル業の助長に必

要な発設をなしおよび儲債を講ずること。以上の諸事項を掌る

ことになっており ， 総l'1!大医および工部大臣(後の土木運輸観

光大臣)の討をせんにより大統領令をもって任命される。なお総

裁は次長および財務参事官により補佐される。

また観光にI刻する事項を研究し，およびこれに関する工部大

臣または観光院総裁の諮問に応ずるため観光委員会が設置され

た。

さらに工部大臣の監怪に属する財団法人として中央観光波興

会が設置された。その事業は ① 在外宣伝事務所の設位およ

び管理その他による対外観光宣伝の笑施 ② 観光 ・ ホテルお

よび交通に関するtì'i報の収集・伝達その他観光客に対する便宜

供与に関する方策の樹立 ・ 実施 ③ 観光客の誘致促進のため

の恒久的 ・ 定期的または臨時的施設， 1怪物の設位 ・ 開催または

その促進に関する事業の幼成。悶令は戦後もしばしば改正され

たが大きな変更はない。
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